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公布された規則のあらまし

◇鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県の行政組織の見直し等に伴い、事務処理権限の区分について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 統轄監の新設その他の組織改正に伴い、所要の規定の整備を行う。

(２) 法令等の制定改廃等に伴い、所要の規定の整備を行う。

(３) 正当決裁権者が副知事である場合において、代決を行うことができる第１順位者を統轄監（現行 総務

部長）とする。

(４) 災害その他やむを得ない事情により正当決裁権者及び代決権者が決裁をすることができない場合で、や

むを得ないと認められるときは、正当決裁権者の上司が決裁するものとする。

(５) その他所要の規定の整備を行う。

(６) 施行期日は、平成22年４月１日とする。

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号
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規 則

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第28号

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動項等」という。）に対応する同

表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下「移動後項等」という。）が存在する場合に

は、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動項等に対応する移動後項等が存在しない場合には、当該移動項等

（以下「削除項等」という。）を削り、移動後項等に対応する移動項等が存在しない場合には、当該移動後項等

（以下「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下「移動別表細目」という。）に対

応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下「移動後別表細目」とい

う。）が存在する場合には、当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし、移動別表細目に対応する移動後別表

細目が存在しない場合には、当該移動別表細目（以下「削除別表細目」という。）を削り、移動後別表細目に対

応する移動別表細目が存在しない場合には、当該移動後別表細目（以下「追加別表細目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号及び別表の細目の表示、削除項等並びに削除別表細目を除く。

以下「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号及び別表の細目の表示、

追加項等並びに追加別表細目を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該

改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に

対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）に対応する次の表の改正後の欄の

表中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という。）が存在する場合には、当該改正表を当該改正後表に改

め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削り、改正後表に対応する改正表が存在し

ない場合には、当該改正後表を加える。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略

(12) 総室内室長 組織規則第６条の表課及び総室

内室の欄に掲げる子育て応援室、家庭福祉室、企

画調査室、経営支援室、通商物流室、人材育成確

保室、労働政策室、雇用就業支援室、企業立地推

進室、新事業開拓室、次世代環境産業室、産学金

官連携室、林政企画室、県産材・林産物需要拡大

室及び森林づくり推進室の長をいう。

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号
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(13) 課内室長 組織規則第６条の表内部組織の欄 (12) 課内室長等 組織規則第６条の表内部組織の

に掲げる市町村税制支援室、給与室、広域観光推 欄に掲げる営繕室、市町村税制支援室、企画調整

進室、山陰海岸ジオパーク推進室、企画総務室、 チーム、次世代改革チーム、日本のまつり推進

自立支援室、医師確保推進室、感染症・新型イン 室、国際観光振興室、観光資源振興室、企画総務

フルエンザ対策室、グリーンニューディール推進 室、自立支援室、子育て応援チーム、母子・児童

室、水環境保全室、企画調整室、農村整備室、水 養護チーム、医師確保推進室、地球温暖化対策

産振興室、用地室及び高速道路推進室の長をい 室、環境産業育成室、企画調査チーム、経営支援

う。 チーム、通商物流チーム、人材育成確保チーム、

労働政策チーム、雇用就業支援チーム、企業立地

推進チーム、新事業開拓チーム、産学金官連携チ

ーム、企画調整室、地域農業基盤室、林政企画チ

ーム、県産材・林産物需要拡大チーム、森林づく

り推進チーム、水産振興室、全国豊かな海づくり

大会推進室、用地室及び高速道路推進室の長をい

う。

(14) 略 (13) 略

(15) 部長 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県 (14) 部長 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県

条例第５号）第14条第２項に規定する部局長等を 条例第５号）第13条第２項に規定する部局長等を

いう。 いう。

(16) 局長又は課長 それぞれ組織規則第16条第５ (15) 局長又は課長 それぞれ組織規則第16条第５

項の規定により置かれる部内局又は課の長をい 項の規定により置かれる局又は課の長をいう。

う。

(17) 略 (16) 略

(18) 略 (17) 略

（専決事項） （専決事項）

第４条 略 第４条 略

２ 前項の場合において、子育て支援総室、経済通商 ２ 前項の場合において、政策企画総室、経済通商総

総室、雇用人材総室、産業振興総室及び森林・林業 室、雇用人材総室、産業振興総室及び森林・林業総

総室（以下「各総室」という。）にあっては、局長 室（以下「各総室」という。）にあっては、局長の

の専決事項を各総室の長（以下「総室長」とい 専決事項を各総室の長（以下「総室長」という。）

う。）の専決事項と、課長の専決事項（別表第１の の専決事項と、課長の専決事項（別表第１の二６

二６(三)、四１(三)及び五９(三)に掲げる事項を除 (三)、四１(三)及び五９(三)に掲げる事項並びに次

く。）を総室内室長の専決事項とみなす。 世代改革チームの事務に係るものを除く。）を各総

室に置かれた課内室長等（次世代改革チームの長を

除く。以下「チーム長」という。）の専決事項とみ

なす。

３ 略 ３ 略

４ 行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、子育 ４ 行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、くら

て支援総室、くらしの安心局、経済通商総室、雇用 しの安心局、経済通商総室、雇用人材総室、産業振

人材総室、産業振興総室、市場開拓局、森林・林業 興総室、市場開拓局、森林・林業総室、農林総合研

総室、農林総合研究所及び水産振興局の事務に係る 究所及び水産振興局の事務に係る部長、局長及び課

部長、局長及び課長の個別の専決事項は、それぞ 長の個別の専決事項は、それぞれ、別表第３の事務

れ、別表第３の事務処理権限の区分の専決権者の欄 処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定める

に○印により定めるとおりとする。この場合におい とおりとする。この場合において、各総室（政策企
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て、各総室にあっては、局長の専決事項を総室長の 画総室を除く。）にあっては、局長の専決事項を総

専決事項と、課長の専決事項を総室内室長の専決事 室長の専決事項と、課長の専決事項をチーム長の専

項とみなす。 決事項とみなす。

５ 略 ５ 略

６ 第１項から第５項までの規定にかかわらず、課長 ６ 第１項から第５項までの規定にかかわらず、課長

は、別表第１から別表第３までに掲げる事項（課長 は、別表第１から別表第３までに掲げる事項（課長

に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め

る事項について、課内室長に専決させることができ る事項について、課内室長等に専決させることがで

る。 きる。

７～10 略 ７～10 略

（委任決裁事項） （委任決裁事項）

第６条 略 第６条 略

２ 前項の場合において、各総室にあっては、局長の ２ 前項の場合において、各総室にあっては、局長の

委任決裁事項を総室長の委任決裁事項と、課長の委 委任決裁事項を総室長の委任決裁事項と、課長の委

任決裁事項（別表第１の三の９、10及び16(二)並び 任決裁事項（別表第１の三の９、10及び17(二)並び

に七１(一)(３)ロに掲げる事項を除く。）を総室内 に七１(一)(３)ロに掲げる事項並びに次世代改革チ

室長の委任決裁事項とみなす。 ームの事務に係るものを除く。）をチーム長の委任

決裁事項とみなす。

３～７ 略 ３～７ 略

（代決） （代決）

第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める職 第９条 代決は、正当決裁権者があらかじめ定める職

員が行うことができるほか、次の表の第１欄及び第 員が行うことができるほか、次の表の第１欄及び第

２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲げる第 ２欄の区分に応じ、それぞれ当該第３欄に掲げる第

１順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者がと １順位者が行い、正当決裁権者及び第１順位者がと

もに不在のときは、それぞれ当該第４欄に掲げる第 もに不在のときは、それぞれ当該第４欄に掲げる第

２順位者が行うことができる。 ２順位者が行うことができる。

本庁又は地 正当決裁権者 第１順位者 第２順位者 本庁又は地 正当決裁権者 第１順位者 第２順位者

方機関の別 方機関の別

１ 本庁 (１) 知事 副知事（副 主務部長 １ 本庁 (１) 知事 副知事 主務部長

知事が欠け

たときは、

統轄監）

(２) 副知事 統轄監 主務部長 (２) 副知事 総務部長 主務部長

略 略

(５) 課長 略 (５) 課長 略

課内室長 課内室長等

略 略

略 略

２ 前項の場合において、副知事が欠けたときは、同

項の表中「副知事」とあるのは、「総務部長」とす

る。

２ 副知事が欠けた場合における第６条第１項の規定

の適用については、別表第１中「副知事」とあるの
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は、「統轄監」とする。この場合において、統轄監

が不在の場合は、主務部長が代決することができ

る。

３ 第１項の場合において、各総室に係る決裁事項に ３ 第１項の場合において、各総室に係る決裁事項に

ついては、同項の表本庁の項中「局長」とあるのは ついては、同項の表本庁の項中「局長」とあるのは

「総室長」と、「主務局長」とあるのは「主務総室 「総室長」と、「主務局長」とあるのは「主務総室

長」と、「課長」とあるのは「総室内室長」と、 長」と、「課長」とあるのは「チーム長」と、「主

「主務課長」とあるのは「主務総室内室長」とす 務課長」とあるのは「主務チーム長」とする。

る。

４ 略 ４ 略

（専決、委任決裁又は代決に係る事務処理の制限等） （専決、委任決裁又は代決に係る事務処理の制限等）

第10条 略 第10条 略

２ 略 ２ 略

３ 前項に掲げる場合のほか、災害その他やむを得な

い事情により正当決裁権者及び代決権者が決裁をす

ることができない場合で、やむを得ないと認められ

るときは、正当決裁権者の上司が決裁するものとす

る。

別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

共通事項に係る事務処理権限 共通事項に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 会計地方機 会計地方機 種 類 内 容 知事 会計地方機 会計地方機

部長課長担当 副知事部長局長課長担当 部長課長担当 副知事部長局長課長担当

職員関の長 職員関の長 職員関の長 職員関の長

一 公文 略 一 公文 略

書に関 書に関

する事７ 鳥取県情報公開条 する事７ 鳥取県情報公開条

務 例（平成12年鳥取県 務 例（平成12年鳥取県

条例第２号）に規定 条例第２号）に規定

する知事の権限に属 する知事の権限に属

する事務のうち次に する事務のうち次に

掲げるもの 掲げるもの

(一) 略 (一) 略

(二) 同条例第７条 (二) 同条例第７条

第２項の規定によ 第２項の規定によ

る決定期間の延長 る決定期間の延長

並びに同条第４項 並びに同条第４項

及び第５項の規定 及び第５項の規定

による期間の延長 による期間の延長

の特例の決定 の特例の決定

(１) 略 (１) 略

(２) (１)以外の (２) (１)以外の ○

もの もの

イ 総合事務所 ○

が保有してい

る公文書に係

るもの

ロ イ以外のも ○

の

(三) 略 (三) 略

略 略

略 略

八 公有１ 公有財産の貸付け、 八 公有１ 普通財産の貸付け又

財産の 公有財産への私権の設 財産の は財産の借受け

管理に 定若しくは財産の借受 管理に

関する け又は公有財産の貸付 関する

事務 料若しくは私権の設定 事務
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の対価の減免

(一) 適正な対価なく ○ (一) 適正な対価なく ○

して行う貸付け又は して行う貸付けのう

私権の設定のうち財 ち財産の交換、譲

産の交換、譲与、無 与、無償貸付等に関

償貸付等に関する条 する条例（昭和39年

例（昭和39年鳥取県 鳥取県条例第８号）

条例第８号）の規定 の規定の適用を受け

の適用を受けないも ないもの

の

(二) (一)以外のもの (二) (一)以外のもの

(１) 略 (１) 略

(２) 軽易なもの (２) 軽易なもの

イ 地方機関が管 ○ イ ロ以外のもの ○

理する財産に係

るもの（出納機

関に指定しない

地方機関が管理

することとなる

財産の借受けを

除く。）

ロ イ以外のもの ○ ロ 地方機関が管 ○

理する財産に係

るもの（出納機

関に指定しない

地方機関が管理

する普通財産の

借受けを除

く。）

２ 公有財産の取得（会 ２ 公有財産の取得（契

計に関する事務に係る 約に係る決裁を除

決裁を除く。） く。）

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

３ 公有財産の処分（会 ３ 公有財産の処分（契

計に関する事務に係る 約に係る決裁を除

決裁を除く。） く。）

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

４ 普通財産の譲与又は

減額譲渡（契約に係る

決裁を除く。）

(一) 特に重要なもの ○

(二) (一)以外のもの ○

４ 略 ５ 略

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 公有財産の所属換又 ８ 公有財産の所属換え ○

は分類換 又は分類換え

(一) 重要なもの ○

(二) 軽易なもの ○

８ 公有財産の滅失又は ９ 公有財産の滅失又は ○

き損の調査又は報告 き損の調査又は報告

(一) 重要なもの ○

(二) 軽易なもの

(１) 本庁が管理す ○

る公有財産に係る

もの

(２) 地方機関が管 ○

理する公有財産に

係るもの

９ 略 10 略

10 公有財産の借受者、

買受者、譲受者又は私

権の設定を受けた者が

催告を履行しない場合

の契約の解除その他の

必要な措置

(一) 特に重要なもの ○

(二) (一)以外のもの

(１) 地方機関の長に ○

委任された事務に係

るもの

(２) (１)以外のもの

イ 重要なもの ○

ロ 軽易なもの ○
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11 管理する公有財産を

他の所属が使用するこ

とについて行う承認

(一) 本庁が管理する ○

公有財産に係るもの

(二) 地方機関が管理 ○

する公有財産に係る

もの

12 略 11 略

13 略 12 略

14 略 13 略

15 略 14 略

略 略

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

総一 鳥取県庁１ 同規則第３条第 ○

務 内取締に関 １項の規定による

課 する規則に 物品販売の許可

基づく知事

の権限に属２ 同規則第３条第 ○

する事務 １項の規定による

（本庁の庁 許可（同項第２号

舎又は構内 から第５号までに

におけるも 係るものに限

の に 限 る。）

る。）

３ 同規則第６条の ○

規定による必要な

処置の命令

二 電気事業１ 同法第42条第１ ○

法（昭和39 項又は第２項の規

年法律第 定による保安規程

170号）に の制定又は変更に

基づく知事 係る経済産業大臣

の権限に属 への届出

する事務

２ 同法第48条第１ ○

項の規定による事

業用電気工作物の

設置若しくは変更

に係る工事計画又

は当該工事計画の

変更についての経

済産業大臣への届

出

三 県有建物１ 同訓令第１条の ○

に関する広 規定による広告物

告物等取扱 の表示又はこれに

規程に基づ 関する物件の設置

く知事の権 の許可

限に属する

事務（本庁２ 同訓令第５条た ○

の庁舎又は だし書の規定によ

構内におけ る１の許可の取消

るものに限 し

る。）

四 その他の１ 叙位、叙勲及び

事務 褒章に係る事務

(一) 候補者の決

定

(１) 春秋叙勲 ○

及び褒章に係

るもの

(２) 叙位、高 ○

齢者叙勲、死

亡叙勲及び遺
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族追賞に係る

もの

(二) 国への具申 ○

２ 総合事務所の職 ○ 総合事務所長

員に対する表彰

（総合事務所長の

名において処理す

ることが適当であ

るものに限る。）

３ 本庁の庁舎の使 ○

用割当の決定又は

変更

４ 本庁の庁舎の暖 ○

冷房開始及び終了

の時期の決定

５ 本庁の構内電話 ○

の架設、廃止又は

変更

６ 本庁の庁舎内で ○

の電気機器使用の

承認

防 略 防 略

災 災

チ チ

ー ー

ム ム

略 略

消 略 消 略

防 防

チ チ

ー ー

ム ム

財一 地方自治１ 同法第219条第２ ○

政 法に基づく 項の規定による予

課 知事の権限 算についての総務

に属する事 大臣への報告及び

務 公表

２ 同法第220条第２ ○

項ただし書の規定

による歳出予算の

各項の経費の金額

の流用

３ 同法第230条第１ ○

項の規定による地

方債の起債

４ 同法第233条第６ ○

項の規定による決

算についての総務

大臣への報告及び

公表

５ 同法第235条の３ ○

第１項及び第３項

の規定による一時

借入金の借入れ及

び当該借入金の償

還

二 地方財政１ 同法第５条の３ ○

法（昭和23 第１項の規定によ

年法律第 る起債についての

109号）に 総務大臣への協議

基づく知事

の権限に属２ 同法第５条の３ ○

する事務 第５項の規定によ

る起債についての

議会への報告

３ 同法第５条の４ ○

第１項及び第４項

の規定による起債

の許可についての

総務大臣への申請
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４ 同法附則第33条 ○

の７第４項の規定

による起債の許可

についての総務大

臣への申請

三 地方交付１ 同法第５条第１ ○

税法（昭和 項の規定による基

25年法律第 準財政需要額及び

211号）に 基準財政収入額に

基づく知事 関する資料、特別

の権限に属 交付税の額の算定

する事務 に用いる資料の総

務大臣への提出

四 鳥取県予１ 同規則第12条の ○

算規則（昭 規定による歳出予

和39年鳥取 算の配当

県規則第36

号）に基づ２ 同規則第14条の ○

く知事の権 規定による歳出予

限に属する 算の配当替え

事務

３ 同規則第16条の ○

規定による歳出予

算に係る各目又は

各節の経費の金額

の流用

五 社債等登１ 同法第３条第１ ○

録法（昭和 項の規定による県

17年法律第 債の登録

11号）に基

づく知事の

権限に属す

る事務

六 その他の１ 地方交付税及び ○

事務 地方債の調定

２ 県債の償還 ○

３ 基金運用益の積 ○

立て

総一 鳥取県立１ 全ての事務 ○ 公文書館長

務 公文書館管

課 理規則（平

成２年鳥取

県規則第47

号）に基づ

く知事の権

限に属する

事務

二 鳥取県庁１ 同規則第３条第 ○

内取締に関 １項の規定による

する規則に 物品販売の許可

基づく知事

の権限に属２ 同規則第３条第 ○

する事務 １項の規定による

（本庁の庁 許可（同項第２号

舎又は構内 から第５号までに

におけるも 係るものに限

の に 限 る。）

る。）

３ 同規則第６条の ○

規定による必要な

処置の命令

三 電気事業１ 同法第42条第１ ○

法（昭和39 項又は第２項の規

年法律第 定による保安規程

170号）に の制定又は変更に

基づく知事 係る経済産業大臣

の権限に属 への届出

する事務

２ 同法第48条第１ ○

項の規定による事

業用電気工作物の

設置若しくは変更

に係る工事計画又

は当該工事計画の

変更についての経
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済産業大臣への届

出

四 営繕工事１ 営繕工事に係る

に係る知事 起工の決定

の権限に属 (一) 請負対象設 ○

する事 計金額（請負契

約の対象となる

部分の設計金額

をいう。総務課

の項の四から六

までにおいて同

じ。）が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費が ○

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

（ 本 庁

舎、第二

庁舎、議

会棟、知

事公舎、

県外施設

及び本庁

発注工事

に密接な

関係があ

るもの又

は工事の

性質上地

方機関で

発注する

ことが適

当でない

もの。総

務課の項

四から六

までにお

い て 同

じ。）の

工事に係

るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事
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に係るもの

(イ) 工事 ○

費が6,000

万円以上

の工事に

係るもの

(ロ) 工事

費が6,000

万円未満

の工事に

係るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

２ 営繕工事に係る

設計の変更

(一) 請負対象設

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(１) 契約金額 ○

の２割以上の

増減を伴うも

の

(２) (１)以外 ○

のもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費が ○

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 建築工事
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に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 工事 ○

費が6,000

万円以上

の工事に

係るもの

(ロ) 工事

費が6,000

万円未満

の工事に

係るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日
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野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

３ 営繕工事に係る

請負契約の締結を

随意契約の方法に

よることの決定

（４の場合を除

く。）

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 工事費が ○

２億円以上の

工事に係るも

の

(２) 工事費が

２億円未満の

工事に係るも

の

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 工事 ○

費が6,000

万円以上

の工事に

係るもの

(ロ) 工事

費が6,000

万円未満

の工事に

係るもの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以
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外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

４ 営繕工事に係る

請負契約の締結を

随意契約の方法に

よることの決定

（技術提案型の随

意契約の場合に限

る。）

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) (１)以外

のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

５ 営繕工事に係る

請負契約の締結の

決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係
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るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

６ 営繕工事に係る

土地、水面等の測

量及び調査の委託

の決定

(一) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が１億円以上

のもの
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(二) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が5,000万円以

上１億円未満の

もの

(三) 契約の対象

となる部分の金

額が5,000万円未

満のもの

(１) 契約の対 ○

象となる部分

の金額が500万

円以上のもの

(２) 契約の対

象となる部分

の金額が500万

円未満のもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

７ 営繕工事に係る

設計又は監督の委

託の決定

(一) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が１億円以上

のもの

(二) 契約の対象 ○

となる部分の金

額が5,000万円以

上１億円未満の

もの

(三) 契約の対象

となる部分の金

額が5,000万円未

満のもの

(１) 契約の対 ○

象となる部分

の金額が500万

円以上のもの

(２) 契約の対

象となる部分

の金額が500万

円未満のもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの
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(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

８ 他部局の所掌に ○

係る営繕工事の受

託の決定

９ 営繕工事に係る

一般競争入札又は

指名競争入札の執

行

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係
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るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

10 不動産登記法

（明治32年法律第

24号）に基づく不

動産の登記

(一) 東部総合事 ○ 東部総合事務

務所及び八頭総 所長

合事務所の所管

区域に係るもの

(二) 中部総合事 ○ 中部総合事務

務所の所管区域 所長

に係るもの

(三) 西部総合事 ○ 西部総合事務

務所及び日野総 所長

合事務所の所管

区域に係るもの

五 営繕工事１ 同規則第21条の

及びこれに 規定による入札者

伴う委託業 の指名

務に係る鳥 (一) 請負対象設 ○

取県建設工 計金額が２億円

事等の入札 以上の工事に係

制度に関 るもの

する規則 (二) 請負対象設

（平成19年 計金額が２億円

鳥取県規則 未満の工事に係

第76号）に るもの

基づく知事 (１) 建築工事

の権限に属 に係るもの

する事務 イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の
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ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額（委託契

約の対象となる

部分の設計金額

をいう。総務課

の項の五におい

て同じ。）が

5,000万円以上の

委託業務に係る

もの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額500万円未

満の委託業務に

係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等
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の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

２ 同規則第27条の

規定による予定価

格の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの
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(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額が5,000万

円以上の委託業

務に係るもの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額が500万円

未満の委託業務

に係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)
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以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

３ 同規則第30条第

１項の規定による

調査基準価格の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工場に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも



- 24 -

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

４ 同規則第31条第

１項の規定による

最低制限価格の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の
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ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

(三) 委託対象設 ○

計金額が5,000万

円以上の委託業

務に係るもの

(四) 委託対象設 ○

計金額が500万円

以上5,000万円未

満の委託業務に

係るもの

(五) 委託対象設

計金額が500万円

未満の委託業務

に係るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務



- 26 -

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

六 営繕工事１ 同規則第５条第

に係る鳥取 １項又は第２項の

県建設工事 規定による契約書

執行規則 の作成

（昭和48年 (一) 建築工事に

鳥取県規則 係るもの

第66号）に (１) 営繕費に ○

基づく知事 係る本庁舎等

の権限に属 の工事に係る

する事務 もの

(２) 請負対象

設計金額（請

負契約の締結

後に請負対象

設計金額を変

更した場合に

あっては、当

初の請負対象

設計金額。

(３)及び(二)

において同

じ。）が２億

円以上の工事

に係るもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(３) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(二) 設備工事に
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係るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁含等

の工事に係る

もの

(２) 請負対象

設計金額が

6,000万円以上

の工事に係る

もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

(３) 請負対象

設計金額が

6,000万円未満

の工事に係る

もの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

２ 同規則第18条第

１項の規定による

見積書の提出者の

決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所
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管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

３ 同規則第19条の

規定による予定価

格の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの
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(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

４ 同規則第22条の

規定による請負契

約の相手方の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) (１)以外

のもの

イ 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び 所長

八頭総合事

務所の所管

区域に係る

もの

ロ 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所 所長

管区域に係

るもの

ハ 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び 所長

日野総合事

務所の所管

区域に係る

もの

５ 同規則第23条第

１項の規定による

請負契約の相手方

の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円
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以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部総 ○ 東部総合事務

合事務所及 所長

び八頭総合

事務所の所

管区域に係

るもの

(ロ) 中部総 ○ 中部総合事務

合事務所の 所長

所管区域に

係るもの

(ハ) 西部総 ○ 西部総合事務

合事務所及 所長

び日野総合

事務所の所

管区域に係

るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

６ 同規則第26条た

だし書の規定によ

る権利義務の譲渡

等の承認

(一) 請負対象設 ○

計金額（請負契

約の締結後に請

負対象設計金額

を変更した場合

にあっては、当

初の請負対象設




